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道
路
や
河
川
、
港
湾
な
ど
の
さ
ま
ざ
ま
な
イ
ン
フ

ラ
や
建
築
物
の
建
造
・
整
備
を
通
じ
て
、社
会
や
経
済

を
支
え
る
建
設
産
業
。
29
業
種
も
あ
る
建
設
業
の
従

事
者
や
、
建
築
士
、
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
な
ど
、
さ

ま
ざ
ま
な
人
々
が
連
携
し
建
設
産
業
を
支
え
て
い
ま

す
。そ
う
し
た
従
事
者
が
活
き
活
き
と
働
き
、ま
た
今

後
も
活
気
あ
る
産
業
で
あ
る
た
め
に
、
将
来
を
見
据

え
た
新
し
い
制
度
づ
く
り
が
進
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

将
来
の
建
設
産
業
界
の
課
題
を
見
据
え

「
建
設
産
業
政
策
会
議
」を
設
置

建
設
産
業
は
イ
ン
フ
ラ
や
住
宅
な
ど
の
建
設
・
整

備
は
も
ち
ろ
ん
、災
害
時
の
復
旧
・
復
興
の
担
い
手
と

し
て
、ま
た
都
市
再
生
や
地
域
活
性
化
と
い
っ
た
課
題

解
決
に
も
重
要
な
役
割
を
担
っ
て
い
ま
す
。
し
か
し
、

少
子
高
齢
化
に
よ
る
生
産
年
齢
人
口
の
減
少
が
進
む

中
、建
設
産
業
に
お
い
て
も
、高
齢
者
の
大
量
離
職
が

見
込
ま
れ
、将
来
の
担
い
手
不
足
が
懸
念
さ
れ
て
い
ま

す
。
建
設
業
就
業
者
の
う
ち
29
歳
以
下
が
占
め
る
割

合
は
約
11
％
で
、
55
歳
以
上
が
約
34
％
を
占
め
る
な

ど
他
の
産
業
に
比
べ
て
高
齢
化
の
進
行
が
早
く
、
新

規
入
職
者
の
確
保
・
育
成
が
喫
緊
の
課
題
で
す
。
こ
の

背
景
に
は
平
成
４
年
度（
１
９
９
２
年
度
）を
ピ
ー
ク

と
す
る
建
設
投
資
の
縮
小
が
あ
り
、特
に
、公
共
事
業

の
割
合
が
高
い
地
方
部
に
お
い
て
大
き
な
影
響
を
受

け
て
い
ま
す
。
一
方
、東
日
本
大
震
災
な
ど
に
お
け
る

応
急
復
旧
や
復
興
工
事
に
よ
り
建
設
産
業
の
重
要
性

が
再
認
識
さ
れ
、既
存
イ
ン
フ
ラ
の
老
朽
化
に
伴
う
対

策
、そ
し
て
将
来
に
向
け
た「
超
ス
マ
ー
ト
社
会
」へ
の

対
応
な
ど
、
建
設
産
業
が
担
う
役
割
が
見
直
さ
れ
て

き
て
い
ま
す
。
ま
た
、海
外
建
設
市
場
へ
の
進
出
や
技

術
を
生
か
し
た
環
境
・
福
祉
な
ど
の
新
分
野
へ
の
事
業

拡
大
な
ど
に
よ
り
活
躍
の
場
も
広
が
っ
て
き
ま
し
た
。

建
設
産
業
の
10
年
後
を
見
据
え

「
制
度
イ
ン
フ
ラ
」を
再
構
築

特集 魅力ある建設産業へ

総  

論

制度インフラ
政策目標を達成するための基盤
となる制度や社会的システム
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建設投資のピーク
84.0兆円（1992年度）
就業者数：619万人
業者数：531千業者 就業者数のピーク

685万人（1997年平均）

許可業者数のピーク
600千業者（1999年度末）

■

◆

民間投資額
公共投資
建設業就業者数（万人）
許可業者数（千業者）

注1　投資額については2014年度まで実績、2015年度・2016年度は見込み、2017年度は見通し
注2　許可業者数は各年度末（翌年3月末）の値
注3　就業者数は年平均。2011年は、被災３県（岩手県・宮城県・福島県）を補完推計した値について2010年国勢調査結
果を基準とする推計人口で遡及推計した値

出典：国土交通省「建設投資見通し」・
「建設業許可業者数調査」、総務省
「労働力調査」

建設業就業者の高齢化の進行

出典：総務省「労働力調査」を基に国土交通省で算出
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全産業（55歳以上）

建設業：29歳以下は約１割

建設業：約３割が55歳以上

全産業（29歳以下）

若手の技能労働者が定着しない主な理由

出典：厚生労働省「雇用管理現状把握実態調査（平成24年度）」より抜粋

休みが取りづらい

若年技能労働者が定着していない理由
「定着未達」企業（1122社）

作業がきつい
作業に危険が伴う

労働に対して賃金が低い
ひと月の仕事量によって賃金額が変動する

若年技能労働者の職業意識が低い

企業

休みが取りづらい

建設業での仕事を辞めた一番の理由
離職時若年層の建設業離職者（178人）

作業に危険が伴う
遠方の作業場が多い

労働に対して賃金が低い
ひと月の仕事量によって賃金額が変動する

雇用が不安定である
将来のキャリアアップの道筋が描けない

建設業
離職者

（複数回答） 23.5%

8.4%
6.7%
9.0%
7.9%
6.2%
9.6%

6.2%

24.2%
12.7%

40.8%

42.7%
19%

建設投資、許可業者数および建設業就業者数の推移
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必
要
で
す
。
ワ
ー
ク
ラ
イ
フ
バ

ラ
ン
ス
が
重
視
さ
れ
る
昨
今
に

あ
っ
て
、
賃
金
水
準
の
向
上
や

長
時
間
労
働
の
是
正
、
週
休
二

日
の
確
保
な
ど
就
業
環
境
の
改

善
が
必
須
課
題
と
な
っ
て
い
ま

す
。
こ
の
５
年
間
で
建
設
業
男

性
全
労
働
者
の
年
間
賃
金
総
支

給
額
は
約
15
％
上
昇
し
全
産
業

の
水
準
を
上
回
り
、
業
界
団
体

を
中
心
に
週
休
二
日
実
現
の
た

め
の
行
動
計
画
が
策
定
さ
れ
る

な
ど
、
業
界
そ
の
も
の
の
意
識

が
大
き
く
変
わ
り
つ
つ
あ
り
ま
す
。
そ
の
流
れ
を
加
速

し
、
建
設
産
業
全
体
に
浸
透
さ
せ
る
た
め
に
は
、
行
政

も
仕
組
み
や
制
度
づ
く
り
で
支
援
を
し
て
い
く
必
要

が
あ
り
ま
す
。

こ
う
し
た
課
題
認
識
の
も
と
、
長
時
間
労
働
の
是

正
に
向
け
、
平
成
29
年
３
月
に
策
定
さ
れ
た
働
き
方

改
革
実
行
計
画
に
基
づ
き
立
ち
上
げ
た
関
係
省
庁

連
絡
会
議
に
お
い
て
、
受
発
注
者
双
方
の
適
切
な
工

期
設
定
に
対
す
る
認
識
醸
成
を
目
的
に
同
年
８
月
に

「
適
正
な
工
期
設
定
等
の
た
め
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」を

策
定
し
ま
し
た
。
ま
た
、建
設
産
業
政
策
会
議
の
と
り

ま
と
め
に
基
づ
き
、経
営
事
項
審
査※

に
お
い
て
社
会
保

険
未
加
入
企
業
へ
の
減
点
措
置
の
厳
格
化
の
決
定
な

ど
、
働
き
や
す
い
環
境
づ
く
り
を
意
図
し
た
取
り
組
み

を
行
っ
て
い
ま
す
。

さ
ら
に
、
個
々
の
技
能
者
の
保
有
資
格
や
就
業
履

歴
を
業
界
統
一
の
ル
ー
ル
で
蓄
積
す
る「
建
設
キ
ャ
リ

ア
ア
ッ
プ
シ
ス
テ
ム
」を
構
築
し
ま
す
。
こ
の
シ
ス
テ

ム
に
蓄
積
さ
れ
る
デ
ー
タ
を
活
用
し
、技
能
者
の
能
力

評
価
を
行
う
こ
と
で
、
レ
ベ
ル
に
応
じ
て
色
分
け
し
た

「
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
カ
ー
ド
」を
発
行
す
る
な
ど
、
現

場
の
施
工
力
や
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
な
ど
の
可
視
化
も
可
能

に
な
り
ま
す
。個
々
の
技
能
者
が
技
能
や
経
験
に
応
じ

た
評
価
や
処
遇
が
受
け
ら
れ
る
環
境
を
整
備
す
る
こ

と
に
よ
り
、
今
以
上
に
仕
事
に
誇
り
を
持
ち
、
キ
ャ
リ

ア
形
成
や
技
能
の
研
さ
ん
へ
と
つ
な
が
る
こ
と
を
期
待

し
て
い
ま
す
。
ま
た
、技
能
者
を
雇
用
す
る
専
門
工
事

企
業
の
評
価
に
も
連
動
さ
せ
、
良
い
職
人
を
抱
え
、
育

て
る
企
業
が
選
ば
れ
る
環
境
を
整
備
す
る
こ
と
に
よ

り
、
処
遇
改
善
や
人
材
投
資
を
生
み
出
す
好
循
環
を

作
り
上
げ
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。
現
在
、平
成
30
年

秋
か
ら
の
運
用
開
始
に
向
け
て
、
シ
ス
テ
ム
の
開
発
を

進
め
る
と
と
も
に
、運
用
開
始
後
５
年
で
全
て
の
技
能

者
・
事
業
者
の
登
録
を
目
指
し
て
、
業
界
全
体
で
普

及
・
利
用
促
進
の
取
り
組
み
を
展
開
し
て
い
き
ま
す
。

そ
う
し
た
役
割
を
担
い
、建
設
産
業
が
発
展
す
る
た
め

に
は
、
次
世
代
を
担
う
若
者
の
就
業
を
中
心
に
高
齢

者
や
女
性
な
ど
も
含
め
た“
働
く
人
の
確
保
と
活
躍
”

が
必
要
で
あ
り
、“
現
場
力
の
維
持
”を
図
る
こ
と
が

重
要
で
す
。
こ
れ
ら
の
実
現
に
は
、個
々
の
企
業
も
含

め
た
発
注
者
や
地
域
な
ど
、
業
界
全
体
で
の
連
携
が

カ
ギ
と
な
り
ま
す
。

そ
こ
で
国
土
交
通
省
で
は
、平
成
28
年
10
月
に「
建

設
産
業
政
策
会
議
」を
立
ち
上
げ
、
建
設
産
業
の
活

力
の
源
泉
で
あ
る「
現
場
力
」の
維
持
を
目
的
と
す
る
、

法
制
度
や
建
設
産
業
関
連
制
度
の
基
本
的
な
枠
組
み

の
見
直
し
に
つ
い
て
議
論
や
検
討
を
行
っ
て
き
ま
し
た
。

平
成
29
年
１
月
か
ら
は
、
よ
り
専
門
的
に
議
論
を
深

め
る
べ
く「
法
制
度
・
許
可
」「
企
業
評
価
」「
地
域
建

設
業
」の
各
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
を
立
ち
上
げ
、
多

く
の
議
論
を
重
ね
て
き
ま
し
た
。
こ
れ
ら
の
議
論
を

踏
ま
え
、
建
設
産
業
が
将
来
継
続
し
て
発
展
す
る
た

め
に
は
、よ
り
魅
力
あ
る
職
場
・
業
界
と
し
て
の
制
度

イ
ン
フ
ラ
の
再
構
築
が
必
要
と
し
、「
建
設
産
業
政
策

２に
ぃ

０ま
る

１い
ち

７な
な

＋プ
ラ
ス

10 

〜
テ
ン

若
い
人
た
ち
に
明あ

日す

の
建
設
産
業

を
語
ろ
う
〜
」と
題
し
た
報
告
書
を
同
年
７
月
に
取
り

ま
と
め
ま
し
た
。
こ
の
副
題
に
は「
10
年
後
を
担
う
若

者
に
対
し
、
建
設
産
業
の
魅
力
を
創
出
し
伝
え
る
こ

と
」へ
の
強
い
思
い
が
込
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
そ
の
柱

と
な
る
４
つ
の
取
り
組
み
に
つ
い
て
紹
介
し
ま
す
。

担
い
手
不
足
の
解
消
に
向
け

「
働
き
方
改
革
」を
促
進

建
設
産
業
の
発
展
を
牽
引
し
、
産
業
価
値
の
源
泉

で
あ
る「
現
場
力
」を
維
持
す
る
た
め
に
は
、
第
一
に

将
来
の
担
い
手
確
保
を
意
識
し
た「
働
き
方
改
革
」が

取り組み1

建設業男性全労働者の年間賃金総支給額

建設キャリアアップシステムを活用した
技能者の能力評価（イメージ）

年間賃金総支給額
　　　　＝決まって支給する現金給与額×12＋年間賞与その他特別給与額
参考：賃金構造基本統計調査（10人以上の常用労働者を雇用する事業所）
　　　（厚生労働省）

（単位：千円）

2012年 2016年 上昇率
建設業男性全労働者 4,831.7 5,553.2 14.9％

製造業男性全労働者 5,391.1 5,516.5 2.3％
全産業男性労働者 5,296.8 5,494.3 3.7％

目安：
見習い技能者

※カードのカラーはイメージ

目安：
中堅技能者

目安：
職長・熟練技能者

目安：
登録基幹技能者
上級職長

レベル4

レベル3

レベル2

レベル1

評価基準に合わせて
カードを色分け

建設キャリアアップシステムに登録した技能
者に対し個別に配布されるキャリアアップ
カードを、レベルに応じて色分けする
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地
域
の
守
り
手
と
し
て

多
様
な
連
携
強
化
を
支
援

少
子
高
齢
化
に
よ
る
建
設
産
業
の

将
来
の
担
い
手
不
足
は
、
地
方
部
で

よ
り
顕
著
と
な
る
傾
向
に
あ
り
、
経

営
的
に
も
厳
し
い
状
況
に
あ
り
ま
す
。

そ
う
し
た
地
域
の
建
設
事
業
者
が
存

続
し
、
災
害
時
対
応
な
ど
で
も
重
要

な
役
割
を
果
た
し
て
い
く
た
め
に
は
、

こ
れ
ま
で
以
上
に
地
方
公
共
団
体
や

他
の
産
業
と
の
連
携
を
深
め
て
い
く

こ
と
が
重
要
で
す
。
そ
こ
で
、地
域
の

守
り
手
で
あ
る
建
設
事
業
者
を
支
援
し
地
域
連
携
を

促
進
す
る
た
め
に
、
平
成
29
年
７
月
に
経
営
事
項
審

査
の
制
度
改
正
を
実
施
し
、
防
災
活
動
へ
の
貢
献
や

建
機
の
保
有
状
況
に
対
す
る
加
点
方
法
の
見
直
し
を

行
っ
て
い
ま
す
。

国
土
交
通
省
で
は
こ
う
し
た
取
り
組
み
を
通
じ
て
、

建
設
産
業
の
好
循
環
を
実
現
し
て
い
く
こ
と
を
目
指

し
て
い
ま
す
。

現
在
、
震
災
復
興
や
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン

ピ
ッ
ク
な
ど
の
事
業
、
そ
し
て
将
来
の
日
本
が
目
指
す

「
超
ス
マ
ー
ト
社
会
」に
向
け
た
事
業
の
担
い
手
と
し

て
も
、建
設
産
業
の
役
割
が
重
視
さ
れ
る
中
で
、業
界

内
で
も
新
し
い
時
代
に
呼
応
し
た
よ
り
魅
力
あ
る
産

業
に
な
ろ
う
と
い
う
気
運
が
高
ま
っ
て
い
ま
す
。
そ
の

潮
流
を
加
速
す
る
べ
く
、
今
後
も
制
度
面
か
ら
支
援

し
、
ス
ピ
ー
ド
感
を
も
っ
て
さ
ま
ざ
ま
な
取
り
組
み
を

展
開
し
て
い
き
ま
す
。

i-C
onstruction

で

効
率
的
な
生
産
性
向
上
を
目
指
す

人
口
減
少
や
高
齢
化
が
進
む
中
で
も
、
建
設
業
が

イ
ン
フ
ラ
の
整
備
や
国
土
保
全
な
ど
を
担
っ
て
い
く
た

め
に
、ま
た
、
働
き
方
改
革
に
よ
る
賃
金
水
準
の
向
上

や
就
業
時
間
の
短
縮
な
ど
を
実
現
す
る
た
め
に
も
、生

産
性
向
上
は
必
須
事
項
と
い
え
ま
す
。

そ
こ
で
国
土
交
通
省
で
は
、
調
査
・
測
量
か
ら
設

計
、
施
工
、
検
査
な
ど
建
設
生
産
プ
ロ
セ
ス
の
全
工

程
で
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ（
情
報
通
信
技
術
）な
ど
を
活
用
す

る「i-Construction

（
ア
イ
コ
ン
ス
ト
ラ
ク
シ
ョ

ン
）」を
推
進
し
、
建
設
現
場
の
生
産
性
を
２
０
２
５

年
度
ま
で
に
２
割
向
上
さ
せ
る
こ
と
を
目
標
と
し
て

い
ま
す
。
具
体
的
に
は
、
ド
ロ
ー
ン
な
ど
を
用
い
た
三

次
元
測
量
や
Ｉ
Ｃ
Ｔ
建
機
に
よ
る
施
工
な
ど
に
よ
り

起
工
測
量
か
ら
完
成
検
査
ま
で
の
、
の
べ
作
業
時
間

の
短
縮
な
ど
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。
ま
た
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ

デ
ー
タ
の
利
活
用
を
促
進
す
る
べ
く「
三
次
元
デ
ー
タ

共
有
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
」の
構
築
・
整
備
に
も
取
り

組
ん
で
い
ま
す
。

社
会
の
変
化
に
応
じ
た
良
質
な
建
設

サ
ー
ビ
ス
を
提
供
で
き
る
制
度
づ
く
り

建
設
産
業
を
取
り
巻
く
環
境
が
変
化
す
る
中
、
継

続
的
に
品
質
を
担
保
し
て
い
く
た
め
に
は
、
変
化
に
応

じ
た
制
度
の
整
備
を
早
急
に
行
う
必
要
が
あ
り
ま
す
。

設
計
や
発
注
に
係
る
発
注
者
の
事
務
を
補
助
す
る
こ

と
を
目
的
と
し
た「
Ｃ
Ｍ（
コ
ン
ス
ト
ラ
ク
シ
ョ
ン
・
マ

ネ
ジ
メ
ン
ト
）方
式
」に
関
す
る
制
度
づ
く
り
も
そ
の

一
つ
で
す
。
地
方
公
共
団
体
は
、土
木
・
建
築
の
職
員

が
減
少
し
今
後
発
注
体
制
が
十
分
に
確
保
で
き
な
く

な
る
こ
と
が
懸
念
さ
れ
ま
す
。
ま
た
、マ
ン
シ
ョ
ン
の
大

規
模
修
繕
や
住
宅
建
築
な
ど
に
お
け
る
個
人
発
注
者

に
つ
い
て
は
、
建
設
工
事
の
発
注
の
ノ
ウ
ハ
ウ
を
有
し

て
い
な
い
た
め
、
発
注
に
あ
た
っ
て
ト
ラ
ブ
ル
に
巻
き

込
ま
れ
る
お
そ
れ
も
あ
り
、
Ｃ
Ｍ
方
式
に
よ
り
安
心
し

て
工
事
発
注
し
や
す
い
よ
う
に
環
境
整
備
を
進
め
て

い
ま
す
。
近
年
で
は
工
場
で
製
造
し
た
パ
ー
ツ
を
工
事

現
場
で
組
み
合
わ
せ
る
施
工
も
増
え
て
い
る
こ
と
か
ら
、

施
工
品
質
に
直
結
す
る
設
計
や
工
場
製
品
の
品
質
向

上
の
た
め
の
制
度
づ
く
り
や
、
不
具
合
に
対
す
る
再
発

防
止
策
の
検
討
も
進
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

※経営事項審査
建設業法第27条の23に規定されている、経営に関する客観的
事項についての審査。公共工事を発注者から直接受注しようとす
る建設業者に義務づけられている。経営規模、経営状況、技術力、
その他審査項目（社会性等）について審査を行い、入札のランク
付けに利用される。

特集 魅力ある建設産業へ

取り組み2

取り組み3

取り組み4

従来測量

ドローンなどによる
３次元測量

➡

i
-con

工事日数（term）

人
（men）

人・日
当たりの仕事量
（work）

現場作業の高度化・効率化
により、工事日数を短縮
し、休日を拡大

ＩＣＴの導入などに
より、中長期的に予
測される技能労働
者の減少分を補完

省人化

工事日数削減
（休日拡大）

建設現場の
生産性２割向上

i-Constructionにより、これ
までより少ない人数、少ない工事
日数で同じ工事量の実施を実現

➡

➡

生産性向上のイメージ

CM方式の類型例
（ピュア型CM）

設計 施工

マネジメント

建設
コンサルタント

建設
会社

建設
会社

建設
会社

CMR（コンストラクション・マネージャー）
が、設計・発注・施工の各段階において、
マネジメント業務を行う方式

発　　注　　者

CMR

（例）測量の場合


